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国土交通省
Ministry of Land， Infrastructurej Transport and Tourism 

平成 23年4月21日

国土交通省

総合政策局建設業課

東日本大震災に伴う国発注工事の前金払の特例について

日聖司
東日本大震災の迅速かっ円滑な複i日・復興を図るため、被災地域にお

ける公共工事の適正かつ円滑な施工の確保が必要であることから、被災

地域における国発注工事の前金払の割合を引き上げる等の特例を設ける。

匝了特例の内容1

(1)被災地域(※1)における居先住工事について、次のとおり取り扱う。

①壷金基の割合を、請負金額の 10分の5以内とする。(※2)

(原則:請負金額の 10分の4以内)

@中間前金払の対意となる工事を、請賃金題300万円以上の工事

とする。

(原則J:請負金額 1000万円以上かつ工期 150白以上の工事)

(※1)特例の対象地域(被災地域)

東日本大震災に際し災害救助法が適用された市町村の区域(東京都の

区域を除(.)。具体的には、

・岩手県、宮城県及び福島県の全ての市町村

舗青森県、茨城県、栃木県、千葉県、長野県及び新潟県の一部の市町村

が該当 (4月20日現在)。

(※2)設計・調査、測量及び機械類の製造に係る前金払の割合についても、請

負金額の 10分の4以内に引き上げ(原員Ij:請負金額の 10分の3以内)。

(2)特例の適用期間

当面、平成23年度内とする。なお、国土交通省直轄工事について

は、平成23年4月22日以後に契約を締結する工事から適用する。

<問い合わせ先> 総合政策局建設業諜佐藤、井上

TEL:03-5253-8111 (内線24753、
直通 03-5253-8277 

大臣官房地方課内回、植垣

24754) 

TEL:03-5253-8111 (内線21952、21963)
直通 03-5253-8919 
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平成23.年4月21日

国土交通大臣殿

財務

公共工事の代価の前金払の特例について

平成乞 3年4月20日付国官会第243号をもって協議のあった標記の

'ことについては、異存のない旨回答する。
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国官会第 243号

平成23年4月2"0日

邸宅守内二
ifiJ11!? 

国主突過大鼠大畠雫tvri片Jh

抗日
公共工事の代価の前金払の特例にvついて ザ四1'>'>.4'.・

平成23年度における一般会計及び特別会言十歳出予算"(前年凌から繰り越した
経費を含む。)に係る予算決算及び会計令臨熔特例.(昭和2l1i三勅令第5"~8:号。\
以下「臨時特例j という o )・ l第2条第3号に規定する公共工事の前払金保証事業

に関する法律 "C昭和 2"7年法律第i.84号)第2条第"4摂Iと規定する保証事業会
祉により前払金の保証がされた同条第1項に規定する公共工事(下記1.に掲げ
るものに限る。)・の代価の.前金払の範囲及び割合については、;平成23̂i三司月 2

← 8日付図賀会第 2595号による協議に係る回答にかかわらす、下記"2."1乙掲げ
るところにより実'施したく、臨時特例第4条の綴定lとより、協議する。

記

1.・特例め対象とな'る公共工事
特例.の対象となる公共工事は、・東日本大震災に際L災害救助法(昭和22年・
-法律第1:18号)・が溜用された市町村の区域{東京都の区域を除・く。)rとおい
て施行される公共工事とする。

(参考)"4月 20官現在における災害救助法適用市町村・

2・岩手県、賀城県及び福島県の全ての市町村
J青森県、茨城県、。栃木県、千葉県v長野県及び新潟県の一部の市町村:(紛
"(※)・青森県:)¥.戸市、上祐部おいらせ町 ・

・茨城県:水戸rIi、 F立市、:t論市、l石伺市、龍ヶ崎市、下妻市、常総市、常陸太田筒、南萩市、北茨城市、銭摘市、
取手市、牛久市、つくば市、・ひたちなか市、鹿鵠市、，潮来市、常陸次官夜、かすみがうち市、桜!11市、神領

、市、.#方市、鈴田市、つιくぼみらい市、小美玉市、京夜披郡茨主主町、東茨織郡大泊町、京茨独話城旦町 巴

那珂郡束縛村、!J，.慈郡大子J!If、稲敷郡阿見町、那珂市、稲敷郡美潟村、穏数都府内町、筑西T昔、稲敷市、

~t相馬郡利m町
'栃木県:宇都宮市、小山市、真岡市、大関原市、矢板市、那須鳥山市、事くち市、那須塩原市、芳賀郡益宇町、

芳賀郡茂木町、芳賀郡市貝町、芳賀郡芳賛町、主量谷郡高根沢町、'那須郡那須町、那須郡那珂川町

・千莱県:旭市、香取市、山武市、11i武郡11十九単町、千葉市弟浜区、習志野市、我孫子市、補安市
・長野県:下水内郡栄村

i新潟県:十'日町市、上越市、中魚沼都津南討.
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(機械類の製造)
・契約価格が3，0.0. 0.万円以上で納入
までに 3か月以上の期聞を要する土木建
築に関するヱ事の用に供するとどを目的
とする機械類j本項中「主事用機械語j
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宇用機械類の製造凶要な経費を含む。

害i

い
J
内
分

。
お
は
図
。

内
に
合
範
1

以
後
場
い
の

5
た
た
な
価

の
し
し
え
代

分
を
額
超
負

O
払
減
を
誇

1
金
を
額
定

の
荷
価
の
改

価
、
代
払
、
泊

代
し
負
金
て
内

負
だ
請
前
い
以

誇
た
、
核
お
6

て
当
↓
に
の

い
、
内
分

。
お
は
因
。

内
に
合
範
1

以
後
場
い
の

4
た
た
な
価
-

の
し
し
え
代

分
を
額
超
負

O
払
減
を
錆

l
金
を
額
定

の
前
価
の
改

側
、
代
払
、
。

代
じ
負
金
て
内

負
だ
諮
問
前
十
い
以

誇
た
L

該
お
5

て
当
に
の

い
、
内
分

。
お
は
囲
O

内
に
A
口範
1

以
後
場
い
の

4
た
た
な
価

の
し
し
え
代

分
を
額
超
負

O
払
減
を
誇

ー

-A悠
を
額
定

の
前
舗
の
改

価
、
代
払
、
。

代
し
負
金
て
内

負
だ
請
前
い
以

錆
た
、
核
お
5

て
当
に
の

製造代価の10.分の4以内。，

6



. 

各都道府県知事殿

J 

軍亙
総行行第 54号

平成23年4月27日

需稿目
、自治行政局 ~~I~OQill号
!百長邑

地方自治法施行令の一部を改正する政令等の施行について(通知)

地方自治法施行令の一部を改正する政令(平成23年政令第110号)及び地方自治法施

行規則の一部を改正する省令(平成23年総務省令第43号)は、平成23年連月 271=1に

公布され、両日施行されましだ。

今般の改正は、東日本大震災にまる被害を受けた地方公共団体における公共土木施設の復

旧事業等に係る工事が円滑に実施されるようiとするため、公共工事に要する経費について、

地方公共団体が前金払をすることのできる割合の上阪を引き上げることをその内容とするも

のです。

貴職におかれては、下記事項に留意の上、適切な運用がなiされるよう格別の配慮をされる

とともに、貴都道府県内の市町村に対してもこの旨周知顕います。

なお、本通知は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第245条の4第1項lこ基づく

技術的な助言であることを市し添えます。

昔日

改正め内容

1 ，東日本大震災に際し災害事主助法(昭和22年法律第118号)が適用された市町村の

区域(東京都の区域を除く。)において施行する公共工事の前払金保証事業に隠する法

律(昭和27年法律第184号)第5条の規定に基づき登録を受けた保証事業会社の保

証に係る公共工事に要する経費については、当該経費の4害IJを超えない範囲内lζ限り、

前金払をすることができるものとするとと。(地方自治法施行令(昭和22年政令第1

6号)附則第7条第2項関係)

'2 1の公共工事のうち、工事1件の請負代金の額が50万円以上の土木建築に関ナるヱ

事の材料費等に祁当する額として必要な経費の前金払の割合は、当該経費の5割を超え

ない範囲内とすること。(地方自治法施行規則(昭和22年内務省令第29号)附則第

3条第2項爵係)

もく
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政
令
第
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六
号
)
(
本
則
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係
)

O 

(
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
)

21 第

あに市 。東都京助害救法 地 払か定る経け法七
るつキ町す ) 震東をらめこ費た律条
のい に 及 すーるとの保( 鮒
はてのおの びヤ本大日 るv 割とv が三証昭地

の 域区と わて 域除区を ....-..1 '--1 /'-1 以内の 」 適 割 事 和 方 則
核書当「前 眠れ震ど ろ当(案一公
項 施 和に災が にでな E当A 会4土 十共
のそ行す 二伴う(成平で害合lよ 七回
望メと れ く。十 き りい警の年体

改以る 二原 るを、と 保法は

のの外公以年法子二 。減該害当1] 認の証律
割四適用 の共、下 力十 じ めうに第当

工こ 発ご て らち係百分
に展事の蓄所電年一 得合れ総る)¥.の
とつに 項百 二 たにる務公十間

すいまた富該に十J¥. の月 割二特省共四 正

るて お 事十 合割以内 jjl] 令工号公
。はが公い号:故ー ) ので事)共
る共て に日 を 事定に第工

同項中 も主 l がょに 超の情め要玉事
の事 適る発 え がるす条の
をが被市災用災生 な1 害合dあもるの前 案

該終費55 響さ 町村 ~I ~ 東北方主地太 話闘内 主E E 喜君主たい えきっにに保
)れの市う 、はきっ基証
にる域区町 に又、当いづ事

の二要子域力区主 村)に 限り は当 給、該害1] ては主き主業r 
割」る と域区の際洋平沖 、該省務 合 ¥録関

と 経費被災いう ( 災し 前金割合令でによ該当 受をする

払を か定る経け法第七
らめこ費た律条
すーるとの保( 附
る割とが三証昭地
こ以内 こ適害l事和方財

が去 の ろに 当で (該草当 業会社 十一七 公共

で割合を よな 体団
き り、いと 保の年法は

る恥誠じ合談当認め の説律m当、 現

て らちう係に j百k 分

得た にれる 総務公る 十の間

割合)、害以=内1] jj特1] 省令 共工 四号 公

事情のが で 事 〕 共を 定に第工

趨ぇ割AカのZMK 日 める要4 14のF イlTー
な あもる条の 4

い書内 ると ドの 経費復定聖金

えきつにに保

は書きっ基証
に文 、 いづ事業

FりE は 省総務令 ては、 登録きを に

該骨メ当~ミ3 j す
金前 でによ該当 受る
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お
い
て
、
当
該
工
事
の
材
料
費
、
労
務
費
、
一

、
機
械
器
具
の
賃
借
料
、
機
械
購
入
費
(
当
該
工
事
に
お
い
て
償
却
さ
れ
る
割
合
に
機
械
器
具
の
賃
借
料
、
機
械
購
入
費
(
当
該
工
事
に
お
い
て
償
却
さ
れ
る
割
合
に
松
一

拍
相
当
す
る
額
に
限
る
。
)
、
動
力
費
、
支
払
運
賃
、
修
繕
費
、
仮
設
費
、
労
働
者
災
当
す
る
額
に
限
る
。
)
、
動
力
費
、
支
払
運
賃
、
修
繕
費
、
仮
設
費
、
労
働
者
災
害
一

害
補
償
保
険
料
及
び
保
証
料
(
次
項
に
お
い
て
「
材
料
費
等
」
と
い
う
。
)
に
相
当
補
償
保
険
料
及
び
保
証
料
(
次
項
に
お
い
て
「
材
料
費
等
」
と
い
う
。
)
に
相
当
す
一

す
る
額
と
し
て
必
要
な
経
費
の
前
金
払
の
割
合
は
、
こ
れ
ら
の
経
費
の
四
割
を
翠
え
F

一
・
る
額
と
し
て
必
要
な
経
費
の
前
金
払
の
割
合
は
、
こ
れ
ら
の
経
費
の
四
割
を
超
え
な
一

い
範
殴
内
と
す
る
。

地
方
自
治
法
施
行
規
財
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
新
旧
対
照
表

、
O 

地
方
自
治
法
施
行
規
則
(
昭
和
二
十
二
年
内
務
省
令
第
二
十
九
日
す
)

改

案

E 

μ
N
 

o
n
a
 

第
三
条

な
い
範
囲
内
と
す
る
。

2
東
日
本
大
震
災
(
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
に
発
生
し
た
東
北
地
方
太
平
洋
沖
一

樹
爵
刻
叶
ゴ
叫
吋
倒
引
劇
引
刈
剤
詞
刑
制
割
制
叫
判
制
泌
割
剖
け
可
叶
叶
倒
リ
刻
一

割
刻
側
同
制
制
コ
卦
託
制
倒
矧
副
刊
川
司
村
組
則
剖
判
剖
制
剛
柑
叫
困
判
ベ
一

剰
刺
制
例
同
刻
封
劇
引
「
凶
叶
斗
叫
刻
叫
科
パ
寸
斗
例
刻
時
吋
柑
叫
困
城
「
叶
川
引
一

つ
叶
叶
利
川
廿
刷
矧
剥
引
制
剃
刀
新
」
当
詞
制
刻
羽
剖
料
姻
伺
剖
料
引
副
城
料
例
刻
一

利
剛
州
制
酎
刻
剖
引
制
凶
州
叫
困
捌
叫
討
対
料
引
叫
叫
剖
創
制
寸
寸
叶
到
利
引
組
制
問
一

叫
斗
叫
寸
到
問
項
削
剥
討
叫
組
問
叫
寸
川
寸
削
サ
刷
刻
吋
イ
回
訓
叶
叶
刻
刻
叫
出

T
一

(
傍
線
部
分
は
改
王
部
分
)

現

，-
fJ 

附

貝Ij

第
三
条
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〔
五
割
」
と
す
る
。

公
共
工
事
に
要
す
る
経
費
の
う
ち
工
事
一
件
の
誇
負
代
金
の
額
が
五
十
万
円
以

上
の
土
木
建
築
伝
聞
す
る
工
事
で
あ
っ
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る

も
の
に
お
い
て
、
当
該
工
事
の
材
料
費
等
に
相
当
す
る
額
と
し
て
!
必
要
な
経
費
に
つ

い
て
、
前
二
項
の
範
囲
内
で
既
に
し
た
前
金
払
に
追
加
し
て
す
る
前
金
払
の
割
合
は

、
当
該
経
費
の
三
割
を
超
え
な
い
範
囲
内
と
す
る
。

31 

工
期
の
二
分
の
一
を
経
過
し
て
い
る
こ
と
。

土
程
表
に
よ
り
工
期
の
二
分
の
一
を
経
過
す
る
ま
で
に
実
施
す
べ
き
も
の
と
さ

れ
て
い
る
当
該
工
事
に
係
る
作
業
が
行
わ
れ
て
い
る
之
と
。

既
に
行
わ
れ
た
当
該
工
事
に
係
る
作
業
に
要
す
る
経
費
が
請
負
代
金
の
額
の
一
一

分
の
一
以
上
の
額
に
相
当
す
る
、
も
の
で
あ
る
こ
と
。

2

公
共
工
事
に
要
す
る
経
費
の
う
ち
工
事
一
件
の
請
負
代
金
の
額
が
玉
十
万
円
以

上
の
土
木
建
築
に
関
す
る
工
事
で
あ
っ
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る

も
の
に
お
い
て
、
当
該
工
事
の
材
料
費
等
に
相
当
す
る
額
と
じ
て
必
要
な
経
費
に
つ

い
て
、
制
明
の
範
囲
内
で
既
に
し
た
前
金
払
に
追
加
し
て
す
る
前
金
払
の
割
合
ほ
、

当
該
経
費
の
二
割
を
超
え
な
い
範
囲
内
と
す
る
。

工
期
の
二
分
の
一
を
経
過
し
て
い
る
こ
と
。

工
程
表
に
よ
り
主
期
の
二
分
の
一
を
経
過
す
る
ま
で
に
実
施
す
べ
き
も
の
と
さ

れ
て
い
る
当
該
工
事
に
係
る
作
業
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
。

二
一
既
に
行
わ
れ
た
当
該
工
事
に
係
る
作
業
に
要
す
る
経
費
が
誇
負
代
金
の
額
の
二

分
の
一
以
上
の
額
に
相
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
-
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(別添2)

参照条文

0会計法(昭和22年法律第35号)

第三十三条 各省各庁の長は、運賃、傭船料、旅費その他経費の性質上前

金又は概算を以て支払をしなければ事務に支障を及ぼすような経費で政

令で定めるものについては、前金払又は概算払をすることができる。

0予算決算及び会計令臨時特例(昭和21年勅令第558号)

第二条 各省各庁の長は、当分の問、法第二十二条の規定により、注ι量
げる経費について、前金払をなすことができる。

-~ニの二 (略)

三 公共工事の前払金保証事業に関する法律(昭和二十七年法律第百八

十四号)第二条第四項に規定する保証事業会社により前払金の保証が

された同条第一項に規定する公共工事の代価

四~七(略)

第四条 第二条第二号から第六号の二まで又は前条第一号から第六号まで

に掲げる経費についてこれらの規定により藍金主主又は概算払主主主主主

ができる範囲及び第二条各号又は前条第一号から第六号までに掲げる経

費についてこれらの規定により前金払又は概算払をなす場合における当

該草金主主又は概算払の金額の当該経費の額に対する割合については、各

省各庁の長は、あらかじめ財務大臣に協議しなければならない。

-1 -
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O公共工事の前払金保証事業に関する法律(昭和27年法律第184号)

第三条 この法律において「公共工事J'とは、国又は地方公共団体その他

の公共団体の発注する土木建築に関する工事(土木建築に関する工事の

琵童、土木建築に関する工事に関する誼室及び土木建築に関する工事の

用に供することを目的とする機械類の製造を含む。以下この項において

同じ。)茎且盟量(土地の測量、地図の調製及び測量用写真の撮影であ

って、政令で定めるもの以外のものをいう。以下同じ。)をいい、資源

の開発等についての重要な土木建築に関する工事又は測量であって、屋

土交通大臣の指定するものを含むものとする。

0昭和39年建設省告示第1333号

同 2-
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0地方自治法(昭和22年法律第67号)

第二百三十二条の五 (略)

2 普通地方公共団体の支出は、政令の定めるところにより、資金前渡、

概算払、前金払、繰替払、隔地払又は口座振替の方法によってこれをす

ることができる o

第百六十三条 次の各号に掲げる経費については、前金払をすることがで

きる

ー~ (略)

三 前金で支払をしなければ契約しがたい誇負、買入れ又は借入れι霊
主豆藍萱

四~八(略)

。地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)

附則

第七条 l地方公共団体は、当分の問、公共工事の前払金保証事業に関する

法律(昭和二十七年法律第百八十四号)第五条の規定に基づき登録を受

けた保証事業会社の保証に係る公共工事に要する経費については、当該

藍萱旦二皇[(当該経費のうち総務省令で定めるものにつき当該割合によ

ることが適当でないと認められる特別の事情があるときは、盤蓋宣全-c

定めるところにより、当該割合に三割以内の割合を加え、又は当該割合

から一割以内の割合を減じエ笠主量全)を超えない範囲内に限り、前金

払をすることができる。

開 3-
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0地方自治法施行規則(昭和二十二年内務省令第二十九号)

附則

第三条、公共工事に要する経費のうち工事一件の請負代金の額が五十万円

以上の土木建築に関する主主(土木建築に関する工事の建主及び誼室並

びに土木建築に関する工事の用に供することを目的とする機械類の製造

を除く。次項において同じ。Jにおいて、当該工事の材料費、労務費、

機械器具の賃借料、機械購入費(当該工事において償却される割合に相

当する額に限る。)、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害

補償保険料及び保証料(次項において「材料費等j という。)に相当す

る額として必要な経費の前金払の割合は、これらの経費の四割を超えな

い範囲内とするb

2 公共工事に要する経費のうち工事一件の請負代金の額が五十万円以上

の土木建築に関する工事であって、次の各号に掲げる要件に該当するも

のにおいて、当該工事の材料費等に相当する額として必要な経費につい、

て、前項の範囲内で既にした前金払に追加してする前金払の割合は、当

該経費の二割を超えない範囲内とする。

一 工期の二分のーを経過していること。

二 工程表により工期の二分のーを経過するまでに実施すべきものとさ

れている当該工事に係る作業が行われていること。

三 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金の額の二

分の一以上の額に相当するものであること。

-4 -
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